
様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

(1)商号又は名称 (2)営業所の名称、所在地又は業種 (3)資本金額 (4)役員の氏名 (5)個人業者の氏名
(6)支配人の氏名 (7)建設業法施行令第３条に規定する使用人

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

都道府県名 市区町村名

変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。
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許可年月日
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１） 建設業法第７条第１号に掲げる

（３） 建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

許可年月日

【備考】
平成 年 月 日

（１） 許可に係る建設業者が死亡したため

（２） 法人が合併により消滅したため

（３） 法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４） 法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５） 許可を受けた建設業を廃止したため
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